
平成２7年度
総合評価落札方式における
評価基準の見直しについて

平成２６年８月

福井県土木部土木管理課



０ 「改正品確法」の目的



１ 「若手担当技術者」常駐を評価

〇「若手担当技術者」常駐に加点

ベテランの監理技術者等の下で、

４０歳未満(※1)の１級国家資格(※2)を持った若手技術者

（「若手担当技術者」という。以下、同じ）

を常駐させると、当該工事において加点します。

（０．５点）
※１ 当該工事の入札公告日が属する年度の４月１日時点の年齢で判断する。

※２ 建設工事の種類ごとに保有する一級国家資格は異なる。（下記のとおり）

「土木一式」「法面処理」「鋼構造物」「ほ装」・・・１級土木施工管理技士

「建築一式」・・・１級建築士 または １級建築施工管理技士、「電気」・・・１級電気工事施工管理技士

「管工事」・・・１級管工事施工管理技士、「造園」・・・「１級造園施工管理技士」

「機械器具設置」「電気通信」・・・不要（ただし、当該建設工事の主任技術者となる資格を有すること）

※３ 「若手担当技術者」と「現場代理人」は、兼務できる。



〇「若手担当技術者」の施工経験

「若手担当技術者」の施工経験は

「監理技術者等」の施工経験と同等とみなします。

すなわち、次回の入札において、

①監理技術者等の入札参加資格要件として認める

②監理技術者等の経験として総合評価加点の対象②監理技術者等の経験として総合評価加点の対象

となります。

※ 従来の「担当技術者制度」では３件の経験が必要でしたが、条件を緩和し

平成２７年４月公告案件より、１件の経験で可 とします。

（従前の担当技術者の経験も１件で可 とします。）

なお、平成２７年度より、制度の名称を「若手担当技術者制度」に変更します。



２ 県産品・県内企業活用の推進

〇「県産品活用」および「県内企業活用」に加点

①当該工事の主要資材に県産品
(※1)
を活用

②当該工事をすべて県内企業で施工
(※2)

上記①②を両方満たすものに、加点（０．５点）上記①②を両方満たすものに、加点（０．５点）

※１ 県外品しかない品目を除く

※２ 県内企業が自社施工または県内企業に下請（すべての下請次数が対象）

ただし、県外企業しか施工できない工種を除く

（注）詳細については、 後日ホームページ等で

お知らせします。


